予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費　　　
	事業名: 森林・林業人材育成加速化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　林政部　森林整備課　森林組合・担い手係　電話番号：058-272-1111（内3194）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術支援係　電話番号:058-272-1111（内3193）

　　　　　E-mail：c11515@pref.gifu.lg.jp 
	事業費


　要求額：56,834千円（前年度予算額：82,876千円）
	事業内容


	１　事業の概要


森林・林業の再生に必要な施業プランナー、森林作業道作設オペレーターや素材生産を行う森林技術者を育成する。

（１）施業プランナー育成研修（基礎研修）

施業集約化による低コストな素材生産システムを構築し、森林所有者に対して

施業提案を行うことができる施業プランナーを養成するため、基礎的な研修を開

催する。

　　　　　また、施業プランナー育成研修等の実施状況を検証し、より効果的な育成シス

テムを構築するため、有識者等による研修企画委員会を開催する。

（２）施業プランナー個別指導事業

施業集約化に取り組む林業事業体に所属する施業プランナーを対象に、地域に

即した森林づくりや道づくりの課題を解決するため、外部指導者による個別指導
を実施する。

（３）森林作業道作設オペレーター育成事業

　　　県の森林作業道作設指針に基づき、各地域の条件に応じた路線選定や作設方法

に関する現地検討会を実施する。

（４）森林・林業人材育成加速化事業費補助金

①素材生産技能者育成事業

林業就業経験２年以上で、素材生産を行う森林技術者として特に育成の必要が
あると認められる者を対象に、素材生産に必要な講習等への参加支援を行う。

　また、林業架線技術者を育成するための研修会を開催する。
②労働災害防止対策事業

　　　　原則として、上記①により効率的な素材生産等を行う森林技術者を対象に、ヘ
ルメットや防振手袋、チェーンソー防護衣等労働災害の未然防止に資する安全装備
等の整備を助成する。

③素材生産リーダー研修

　　　　林業就業経験５年以上で、所要の安全講習等を修了した者を対象に、現場管理

責任者等としての能力を付与するための研修を開催する。

	２　所要経費


（１）施業プランナー育成研修（基礎研修）等　  　669千円

（２）施業プランナー個別指導事業　　　　　    1,064千円

（３）森林作業道作設オペレーター育成事業　 　 5,000千円

（４）森林・林業人材育成加速化事業費補助金　 50,101千円

　　①素材生産技能者育成事業　　35,213千円
②労働災害防止対策事業　　　 2,960千円

③素材生産リーダー研修　　　11,928千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	82,876
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	82,876

	要求額
	56,834
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	56,834

	決定額
	56,834
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	56,834


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
地域の森林を健全に管理・経営するため、平成28年度までに施業プランナーを120人養成します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	施業プランナー養成者数　

(累計)
	45 人
（H22）
	63 人
（H23）
	
	81 人
（H24）
	120 人
（H28）
	67.5％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）施業プランナー育成研修
開催回数：16回、受講者数：18人
（２）施業プランナー個別指導事業
実施事業体数：10（各農林事務所１事業体ずつ）
（３）素材生産に必要な講習等への参加支援
　　　事業体数：29、支援人数：358人

（４）素材生産を安全に行うための装備購入支援
　　　事業体数：27、支援人数：323人

（５）素材生産現場のリーダーを養成
　　　事業体数：１、養成人数：１人

（６）路網整備現地検討会の開催（６回）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

施業プランナーや低コスト素材生産技術を修得した人材を養成することで、施業集約化の取り組みが促進され、低コストな素材生産が現場レベルで実現する。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○

	・地域の森林を健全に管理・経営していくためには、施業プランナーや森林作業道作設オペレーターは必要な存在であり、事業の必要性は高い。
・木材価格が低迷する中で、低コスト素材生産を行うことができる人材を育成することは不可欠であり、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	平成24年度時点の施業プランナー養成者数（累計）は目標を上回っており、事業効果が現れている。
平成24年度の素材生産に必要な講習等参加者数は、目標年度の数値を上回っており、事業効果は非常に高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	平成24年度から新たな研修体系で施業プランナーを養成している。なお、外部有識者等による研修企画委員会を開催し、研修等の実施状況を検証することで、より効果的な育成システムを構築することとしている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県内の森林資源は年々成熟の度を高めており、これまでの保育型施業から、生産型施業への転換を急ぐ必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
地域の森林を健全に管理・経営するため、施業プランナーや森林作業道作設オペレーターは不可欠であり、継続して人材育成を推進する。
素材生産技術を持った森林技術者を短期間で集中的に養成する必要があるため、継続して各種講習受講等を支援する。


